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第５章 各構想区域の２０２５年のあるべき医療提供体制の実現に向けて 

 

１ 東部構想区域 

（１）構想区域の医療・介護の現状と課題 

現状 課題 

ア 医療提供の状況 

１）病床の状況について 

○ 区域内には１４病院と１５有床診療所があ

り、許可病床数は平成２８年４月 1日現在で、

一般病床２，０６１床、療養病床７２２床計

２，７８３床です。（精神・結核・感染症病床

を除く。） 

○ 二次救急は５病院、三次救急は１病院、精神

病床のみは２病院、緩和ケア病棟・病室のあ

る病院は２箇所、地域医療支援病院は３箇所、

回復期リハビリテーション病棟のある病院は

４病院あり、区域内で入院医療はほぼカバー

しています。 

 

２）病床機能について 

○ 平成２５年（２０１３年）の医療需要を基に

した病床数の将来推計（国が示す参考値）を

みると、高度急性期、急性期、回復期機能に

ついては、平成３７年（２０２５年）は若干

増加しており、一方、慢性期については約１

８０床の在宅療養への移行と推計されていま

す。 

○ 区域内で急性期医療を担う主要な４病院にお

いて、機能分化と連携のあり方が必ずしも明

確になっていない状況です。 

 

３）療養病床入院患者の状況について 

○ 平成２７年１０月の療養病床状況調査（東部

福祉保健事務所調べ）によると、区域内７病

院の医療療養病床は４７９床であり、入院患

者は４４９人で、そのうち医療区分１（軽度）

に該当する入院患者は、１１８人でした。 

○ 医療区分１のうち６９人は退院困難でした

が、その理由は、「医療区分１だが病状が不安

定。」、「胃瘻・経鼻栄養等のため施設の受入困

難。」、「介護者が不在、自宅での介護が困難。」

等があげられています。 

 

４）流入・流出の状況について 

○ 高度急性期、急性期、回復期、慢性期の全て

の病床機能について、兵庫県但馬地域からの

患者の流入があります。 

○ 人工呼吸器装着等医療必要度が高く、長期療

 

 

○ 病院数及び有床診療所数は、全国平均よりや

や少ないものの、病床数は、一般病床・療養

病床共に全国平均より多く、現状では、入院

医療は区域内でカバーできていますが、今後

の医療需要の変化に対応していく必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後の病床転換の動向も含め、区域内の病床

の機能分化と連携のあり方について、引き続

き検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 介護療養病床及び看護体制２５対１の医療療

養病床は、平成２９年度末までに、長期療養

に対応した医療提供施設又は病院・診療所が

併設した居住スペースへの転換が検討されて

います。今後、医療依存度の低い療養病床入

院患者で退院困難な者について、療養先の検

討が必要です。 
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養が必要な進行性疾患患者及び慢性期患者に

ついて、全県からの流入があります。 

 

５）中山間地の状況について 

○ 鳥取市中心部に医療機関が集中しています

が、町立病院など中山間地の病院が医療提供

や地域包括ケアの拠点となっている地域もあ

り、一方で病床のある医療機関が無い地域も

あります。 

○ 中山間地の住民は、身近な病院で急性期から

在宅医療までの継続した医療を希望していま

す。 

 

イ 在宅療養の状況 

１）在宅医療と医療連携の状況について 

○ 医科診療所は、平成２８年６月現在で１９５

箇所、うち在宅療養支援診療所は２３箇所、

在宅訪問診療が可能な診療所は１０５箇所あ

ります。 

○ 歯科診療所は、平成２８年６月現在で１０９

箇所、うち在宅療養支援診療所は２箇所、在

宅訪問診療が可能な歯科診療所は４９箇所あ

ります。 

○ 訪問看護ステーションは、平成２７年８月現

在で１６箇所、うち２４時間電話対応又は病

変時訪問対応をしている訪問看護ステーショ

ンはそれぞれ１０箇所、定時巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所は２箇所です。 

○ 死亡場所として、病院の割合が平成１６年の

７４．７％から平成２６年には６６．４％に

減少していますが、西部区域に比べて高い状

況です。一方、老人保健施設及び老人ホーム

の割合が増加しており、自宅で亡くなられる

割合は１４～１５％で推移しています。 

○ 東部医師会と鳥取県東部認知症疾患医療セン

ターが、かかりつけ医と認知症専門医の病診

連携の普及を推進しています。 

 

２）医療介護連携と地域包括ケアの状況について 

○ 吸引のできる介護職の登録事業所は、平成２

８年６月現在で８４箇所であり、うち訪問介

護事業所は２箇所で、ほとんどが施設介護事

業所です。 

○ 介護保険サービスを県内で比較すると、区域

内は訪問・通所リハビリテーションサービス

が少なく、小規模多機能サービスが充実して

います。 

○ 鳥取県内特別養護老人ホーム入所待機者は、

 

 

 

 

○ 中山間地でも急性期から在宅医療への円滑な

移行や在宅療養の継続をするために、中山間

地にも一定の急性期機能が必要です。 

特に、入院病床の無い地域もあるため、区域

全体で、季節変動も含む地域の実情に応じた

医療機能を提供する体制を整備する必要があ

ります。 

 

 

 

 

○ 経管栄養や吸引などの医療を提供できる在宅

療養支援診療所や訪問看護ステーション、介

護施設や居宅サービス事業所が不足している

ため、入院医療からの在宅療養への移行が困

難な状況があります。 

○ 訪問看護ステーションが無い地域があり、ま

た、２４時間３６５日対応可能な訪問看護ス

テーション、在宅療養支援診療所が不足して

いるとともに、急変時にすぐに入院できる医

療機関との連携が不足しています。 

○ 人生の最終段階における医療や看取りのあり

方について、住民と医療・介護関係者が共に

考え、共有する環境が必要です。 

○ 今後、増加が見込まれる認知症について、早

期発見や適切な医療提供に向け、認知症地域

連携クリティカルパス（脳と心の健康手帳）

の普及の推進などによる専門医とかかりつけ

医の一層の連携、介護や生活支援との連携に

よる重症化予防などが必要です。 

 

 

 

 

 

○ 在宅療養を安心して継続するためには、状態

に応じて医療や介護、生活支援をタイムリー

に切れ目無く受けられるようにすることが重

要ですが、そのための多職種連携が入院中か

らのものを含めて不足しています。 

○ 在宅療養への移行を促進するために必要な回

復期リハビリテーション病床やリハビリテー

ション専門職の数、在宅療養を継続するため

に必要な在宅リハビリテーションサービスの
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平成２７年８月１日現在で全県で２，７５４

人であり、うち区域内は１，１４１人です。 

○ 区域内では、居宅サービスが極端に少ない一

方、施設サービスが多い地域もあり、サービ

ス提供体制に地域格差があります。 

○ 介護予防や要介護状態の改善には栄養管理と

合わせて口腔ケアが重要ですが、訪問歯科診

療や介護施設での口腔ケア・歯科診療の活用

が不足しています。 

○ リハビリテーションが「運動機能向上」との

認識がまだ根強くあり、生活の場を重視した

「その人らしく生きる支援」との理解が不足

しています。 

○ 要介護状態でなくても日中独居や老々介護な

どで体調管理ができないため、夏季の熱中症

や冬季の低体温症などのために入院が必要と

なる高齢者が少なくない状況です。 

○ 在宅医療介護連携を推進するため、平成２７

年２月に東部地区在宅医療介護連携推進協議

会が設置され、平成２７年４月から１市４町

と東部医師会で、「東部医師会在宅医療介護推

進室」が共同設置され、連携した体制づくり

の取組が始まりました。 

○ 平成３７年（２０２５年）に向け、要介護認

定者数は約１．２倍と推測されており、必要

な介護職員等（介護職員、看護職員、ケアマ

ネジャー等）は、県全体で３，５２３人とさ

れています。 

 

３）住民意識の状況について 

○ 医療機関の従事者からの意見として、退院が

可能な状況であっても入院継続したいという

希望があり、地域包括ケアについて十分に理

解が浸透していない現状があります。 

○ 国の調査によると、自分が介護が必要になっ

た場合の希望について、「自宅で家族中心に介

護を受けたい。」、「自宅で家族の介護と外部の

介護を組み合わせて介護を受けたい。」、「家族

に依存せず生活できる介護サービスがあれば

自宅で介護を受けたい。」を合わせると７４％

であり、多くの人が自宅で介護を受けたいと

回答しています。 

 

 

ウ 医療従事者の状況について 

【医師】 

○ 県全体の医師充足率８７．１％に対し区域内

は７７．７％で、１病院当たりの不足数は前

量が不足しています。 

○ 健康づくりや介護予防、要介護状態の重症化

予防のために必要な口腔ケアや栄養管理の知

識の普及、サービスが不足しています。 

○ 口腔ケアや栄養管理の重要性の理解の促進、

利用できるサービスの情報の普及、また、専

門職の連携による指導の推進が必要です。 

○ 今後更に増加する単身者、高齢世帯、日中独

居など、家族支援力が乏しい世帯の在宅療養

を支える日常生活の支援と介護サービスが不

足しています。 

○ 在宅医療と介護を一体的に提供するため、「東

部医師会在宅医療介護推進室」と連携した体

制づくりなどにより一層取組んでいくことが

必要です。 

○ 介護人材の確保は喫緊の課題であり、県、労

働関係機関、福祉関係団体、介護福祉士養成

施設など多くの関係者が一体となって取組を

進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 住民自身が、区域内の医療提供状況や将来人

口推計の実態を知り、将来の医療のあり方に

ついて住民、医療・介護関係者で意見交換し、

目指す方向を共有することが必要です。 

○ 医療や介護に限らず、独居となっても安心し

て暮らし続けることのできる地域づくりに

は、住民同士で支え合う文化の醸成が必要で

す。 

○ 住民自身が健やかな高齢期を迎えるための健

康づくり、介護予防の取組や、住み慣れた地

域で安心して生活し続けるための住民同士の

生活支援や見守りの仕組みが不足していま

す。 

 

 

 

○ 将来、生産年齢人口の減少が推計される中で、

医療・介護を支える人材を確保する短期・長
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年の５．５人から６．６人に増加しています。

（平成２７年１月１日現在鳥取県医療政策課

調べ） 

【看護師】 

○ 看護師の需給見通しをみると、全県で８，８

３２人の需要に対し、８，５９４人の供給で

２３８人の不足でした。病院看護職の不足数

は全県で１９７人で、このうち１０１人が区

域内の不足でした。（平成２７年６月１日現在

鳥取県医療政策課調べ） 

【薬剤師】 

○ 薬剤師の需要状況を全県でみると、病院・薬

局合わせて早急な必要数は１０７人、将来的

な不足数は１２３人です。（平成２６年１０月

１日現在鳥取県医療政策課調べ） 

【理学療法士等】 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の配置

人数は全県で１，２６８人、うち区域内は３

８３人で、不足数は全県で８９人（充足率９

３．４％）、区域内は４８人（充足率８８．９％）

でした。東部区域の充足率を職種別にみると、

理学療法士９２．５％、作業療法士８８．０％、

言語聴覚士７８．７％でした。（平成２７年９

月１日現在鳥取県医療政策課調べ） 

期の対策を、関係機関が連携・協働して取り

組む必要があります。 

○ 各種専門分野だけでなく、高齢者の看取りを

含めた人生の最終段階における医療につい

て、知識や技術（多職種連携を含む。）を普及

し、対応できる医療従事者を育成していく必

要があります。 

 

 

（２）目指すべき方向性（ビジョン） 

①限られた医療資源の効率的な活用 

区域内の６５歳以上人口がピークとなる平成４２年（２０３０年）及びその後緩やかな減

少という人口の将来推計を踏まえ、区域内のどの地域でも必要な医療を提供できるよう、地

域医療構想調整会議（地域保健医療協議会）で地域の実情に応じた医療提供体制を協議し、

限られた医療資源を効率的に活用できるよう保健・医療・介護の関係機関の連携、協働を推

進します。 

②各医療機関の自主的な取組みの推進 

区域内では、入院から在宅療養への円滑な移行や在宅療養の継続に必要な回復期リハビリ

テーション病床や在宅の医療・介護サービスが不足しており、これらを改善することが喫緊

の課題です。このため、地域医療介護総合確保基金を活用し、各医療機関の自主的な取組を

支援するとともに、市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業と連携した取組を推進し

ます。 

③住民相互の支援の仕組みづくり 

人口の高齢化や核家族化が進行した地域では、在宅療養の継続のために、医療や介護と併

せて生活支援体制が必要となっています。医療や介護関係者だけでなく、地域づくりやまち

づくりの活動とも連携し、先進事例を参考としながら住民が相互に生活を支援する仕組みづ

くりを推進します。 

④住民主体の健康づくりと介護予防 

高齢になっても要介護状態になりにくい健康づくりや介護予防が生活に根付くよう、市街

地、中山間地など、それぞれの地域に適した住民主体の活動を住民の方々と一緒に考え、取

組を推進します。 



59 

 

 

⑤住民と医療・介護関係者の協働 

住民や医療・介護関係者が地域の実情を知り、住まいや暮らしと併せ、将来の医療のあり

方を一緒に考える機会を持つことにより、医療や介護を地域の資源として地域全体で支え、

質を高める取組や、人材育成の基礎づくりを、市町と連携して推進します。 

併せて、人生の最終段階における医療や看取りのあり方についても住民と医療・介護関係

者が一緒に考え、その人らしい人生の最終段階を選択できるような環境整備を推進します。 

 

（３）目指すべき医療提供体制及び実現のための施策 

【病床の機能の分化及び連携】 

課題 対策 

○ 今後の病床転換の動向も含め、区域内の病床

の機能の分化と連携のあり方について、引き

続き検討していくことが必要です。 

○ 中山間地での在宅医療への円滑な移行や在

宅療養の継続には、中山間地にも一定の急性

期機能が必要です。特に、入院病床の無い地

域もあるため、区域内全体で、季節変動も含

む地域の実情に応じた医療機能を提供する

体制の整備が必要です。 

○ 在宅療養への移行を促進するために必要な

回復期リハビリテーション病床が不足して

います。 

○ 在宅療養を安心して継続するためには、状態

に応じて医療や介護、生活支援をタイムリー

に切れ目無く受けられるようにすることが

重要ですが、そのための多職種連携が入院中

からのものを含めて不足しています。 

○ 認知症について、早期発見や適切な医療・介

護・生活支援との連携による重症化予防のた

め、専門医とかかりつけ医の一層の連携が必

要です。 

○ 地域医療構想調整会議等において、区域

内の病院機能の情報共有を図り、検討し

ていきます。 

○ 県立中央病院を中核とする高度急性期の

医療提供体制の整備と構想区域内の医療

機関の機能分化を進めます。 

○ 地域連携クリティカルパスやＩＴの活用

により、専門医とかかりつけ医の連携を

一層推進します。 

○ 入院時から、在宅医療や介護との連携を

図り、在宅医療への移行を推進します。 

○ 医療や介護の相互理解を図る研修機会を

増やし、連携を推進します。 

○ 認知症疾患医療センターの活用により、

専門医とかかりつけ医の連携を一層推進

します。 

○ 医療・介護・行政が協働し、かかりつけ

医を持つことの大切さについて、住民へ

の普及啓発を図ります。 

 

【在宅医療・介護の推進】 

課題 対策 

○ 経管栄養や吸引などの医療を提供できる在宅

療養支援診療所や訪問看護ステーション、介

護施設や居宅サービス事業所が不足している

ため、入院医療からの在宅療養への移行が困

難です。 

○ 在宅療養を継続するために必要な在宅リハビリ

テーションサービスの量が不足しています。 

○ ２４時間３６５日対応可能な訪問看護ステーショ

ン、在宅療養支援診療所が不足しているととも

に、急変時にすぐに入院できる医療機関の連

携が不足しています。 

○ 口腔ケアや栄養管理の重要性の理解の促進、

利用できるサービスの情報の普及、また、専門

○ 病院や診療所間の連携により、２４時間３６５

日対応可能な訪問看護や在宅医療の提供

体制を推進します。 

○ 医療・介護・生活支援機関の連携による切

れ目の無い支援のため、地域ケア会議の開

催を更に推進します。 

○ 医療機関と介護事業所が協力して、痰の吸

引のできる介護職を育成し、介護施設や居

宅サービス事業所への配置を推進します。 

○ 受診移送サービスなど、地域の実情に応じ

たサービスの提供を、医療・介護分野だけで

なく、まちづくり関係者と協力して推進しま

す。 
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職の連携による指導の推進が必要です。 

○ 住民自身が、区域内の医療提供状況や将来

人口推計の実態を知り、将来の医療のあり方に

ついて住民、医療・介護関係者で意見交換し、

目指す方向を共有することが必要です。 

○ 人生の最終段階における医療や看取りのあり

方について、住民と医療・介護関係者が共に

考え、共有する環境が必要です。 

○ 医療や介護に限らず、安心して暮らし続けるこ

とのできる地域づくりには、住民同士で支え合う

文化の醸成が必要です。 

○ 住民相互の生活支援や健康づくり・介護予

防活動を行う人材育成、組織育成を推進し

ます。 

○ 口腔ケアや栄養管理の重要性や利用できる

サービスの情報を住民や医療・介護職員に

発信するとともに、歯科医師会の地域歯科

医療連携室などとも連携して口腔ケアの指

導を進めます。 

○ 人口の将来推計や医療提供の現状につい

て、住民と医療・介護者が共に学ぶ機会を

作ります。 

○ 身近な訪問看護ステーションや施設で実践

されているさまざまな看取りの実例を医療・

介護関係者で情報共有したり、住民に情報

提供し、考える機会を増やします。 

○ 人生の最終段階における医療や看取りのあ

り方について、医療・介護関係者が学ぶ機

会を作ります。 

 

【医療従事者等の養成・確保】 

課題 対策 

○ 将来、生産年齢人口の減少が推計される中

で、医療・介護を支える人材を確保する短

期・長期の対策を、全県や区域内で各関係機

関が連携・協働して取り組むことが必要で

す。 

○ 各種専門分野だけでなく、高齢者の看取りを

含めた人生の最終段階における医療あり方

について、知識や技術を普及し、住民の視点

も踏まえて対応できる医療従事者の育成が

必要です。 

○ 子育てや介護をしながらの就労を含め、医

療・介護の職場で安定した就労を続けるこ

とができる環境の整備に努めます。 

○ 夜間や休日の開催、身近な研修会場の確保、

出前形式での開催や、管理者が率先して職

員に研修を受けさせる仕組みなど、医療・

介護職員が研修に参加しやすい環境の整備

に努めます。 

○ 子どもの頃から、在宅医療や介護に従事す

る人々のやりがいや地域の大切な職業であ

ることを伝える取組を関係機関が連携して

行います。 

○ 医学、看護、リハビリテーション等を学ぶ

学生に対し、在宅医療や介護の実態を知り、

その魅力を体験できる機会を持てるよう、

関係機関が連携して取り組みます。また、

新人等の現任教育においても在宅医療・介

護の体験ができる仕組みを関係機関が連携

して取り組みます。 

○ 子どもの頃から、人の死が身近なことであ

り、看取りが暮らしの出来事の一つである

ことを伝える取組を関係機関が連携して行

います。 

 


